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第１章 総 論 

１ 計画策定の背景と計画の役割 

（1）計画策定の背景 

平成の時代から新たな令和の時代に移り替わる中、わが国は少子高齢化や核家族

化が進み、世代間の価値観の違いなど様々な要因により、生活課題が多様化する状

況が社会において見受けられるようになりました。このように個人や家庭内だけで

は解決が難しい課題に対応し、解決するためには、地域全体で課題に取り組む地域

福祉の必要性が高まっています。 

公的な福祉サービスは分野ごとに発展してきましたが、各福祉の制度の谷間に

あって対応できない問題があるほか、住民ニーズが多様化し、全てを公的な福祉

サービスで対応することは不可能となってきており、適切でないことも明らかに

なってきました。そして、その福祉サービスの提供体制についても少子高齢化の進

行に伴って、福祉人材の確保が課題となっており、必要な福祉サービスを適切に利

用できるように福祉サービス体制を拡充していくことが重要となっています。 

また、一つの世帯で要介護の親と障害のある子どもがいるなど複合的な事例や、

ホームレスや自殺に陥るリスクの高い人など社会的孤立の状態になりやすい人への

支援はこれまでの福祉サービスでは十分な対応が難しい面がありました。 

こうした中で、今後のわが国における福祉のあり方を考える際、公的な福祉サー

ビスの充実を図るとともに、地域における身近な生活課題に対応する、「地域にお

ける新たな支え合い」を進めるための、地域福祉のあり方を検討することが緊要な

課題となっています。 

当市は、市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るため「基本構想」を議

会の議決を経て定めて、基本構想に基づき基本計画を策定しています。現在は令和

３年度までを計画期間とする「東大和市総合計画（第二次基本構想（改訂）・第四

次基本計画、３か年を計画期間とする実施計画（毎年度見直しを行い策定））」に

基づき施策の推進を図っています。さらに、令和３年３月時点で令和２３年度まで

の次期総合計画で基礎となる第三次基本構想を新しく定めたところです。その中で、

近年は情報通信技術の発達、自然災害や環境問題の深刻化、新たな感染症の感染拡

大などを受け、地域社会における課題が多様化・複雑化していること、少子高齢化

と人口減少への対応は環境変化の中で課題となっていることを示しています。 

この基本構想、基本計画に定められた方針等と整合性を保ちながら、地域福祉計

画をはじめとする各福祉計画を策定し、それぞれの福祉分野における個別計画を策

定し、各福祉計画の方針に基づき、地域での暮らしを支えるための各種保健・福祉

施策を実施しています。 
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（2）地域福祉の動向 

国では、平成１２年の社会福祉法改正以降、災害時要援護者支援、社会的孤立な

ど地域において支援を必要とする人の把握や適切な支援、生活保護に至る前段階の

生活困窮者への支援などを地域福祉計画に盛り込むよう示されてきました。 

平成２７年の「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」報告書において、従

来の高齢者・障害者・子どもといった分野別の社会福祉サービスから、互助・共助

の取組を育みつつ、多様なニーズをすくい取る「全世代・全対象型地域包括支援体

制」が必要であるという観点が打ち出されました。その後、「ニッポン一億総活躍

プラン」が閣議決定され、高齢者・障害者・子どもなどすべての人々が地域、暮ら

し、生きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生社会」を実現してい

く旨が示され、「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置されました。 

平成２９年には「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改

正する法律（平成２９年６月２日公布）」の中で、社会福祉法を改正しています。

この改正では、複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援や「制度の狭間」

の問題など、既存の制度では解決が困難な課題に対し、地域住民による支えあいと

公的支援が連動した、包括的な支援体制の構築を目指しています。また、地域福祉

推進の理念として、支援を必要とする市民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生

活課題について、市民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等による解決

が図られることをめざすことが明記されました。さらに、この理念の実現に向け、

地域福祉計画が福祉の各分野における共通事項を定め、各種福祉関係計画の上位計

画として位置づけとなる改正も行われました。これにより、地域福祉計画の策定が

努力義務化され、地域福祉計画策定ガイドラインが示されました。 

●「重層的支援体制整備事業」 

①地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の 

支援 

②地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

③医療・介護のデータ基盤の整備の推進 

④介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

⑤社会福祉連携推進法人制度の創設 

 

今回の改正では、「地域共生社会」を充実するべく、任意事業として「重層的支

援体制整備事業」を新たに設け、介護、障害福祉、子育て支援、生活困窮者支援と

いった既存の枠組みに縛られない分野横断的な相談体制を、市町村などがより柔軟

に整備できるようにすることを目的としています。従来型の支援体制だけでは対応

が困難な課題が多くなり、支援対象を超えた重層的な支援体制づくりに福祉関係計

画全体で取り組んでいくことが必要です。 
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●「重層的支援体制整備事業」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料 

○「地域共生社会」とは 

「地域共生社会」は、『「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地

域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コ

ミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことの

できる』社会です。このため、①「他人事」になりがちな地域づくりを住民が「我

が事」として主体的に取り組んでいく仕組みづくり、②制度の縦割りを超えて、

ニーズに「丸ごと」対応できるような相談支援やサービス提供の体制づくりが必要

となります。 

●「地域共生社会」の概要 
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様々な地域生活の課題を解決していくためには、持続可能な地域社会において地

域福祉の推進が基盤として不可欠です。そして、様々な地域生活課題を我が事とし

て丸ごと受け止めて地域福祉を推進することにより、地域生活の質が向上して、地

域の好循環につながると考えられます。これには、福祉の領域だけではなく、商

業・サービス業、工業、農林水産業、防犯・防災、環境、まちおこし、交通、都市

計画等も含め、地域全体の中で相互に支える・支えられるという関係ができること

が地域共生社会の実現に必要です。 
 

東京都では、平成１８年に策定された「福祉・健康都市東京ビジョン」ほか、各

分野別の計画において、地域福祉支援計画の中で定めることとされている区市町村

への支援や民間団体との協働など、地域福祉に関する考え方を示してきました。 

その後、社会福祉法の改正等を受け、東京都の総合的かつ計画的な福祉施策の推

進に資するため、また、広域的な見地から区市町村の地域福祉を支援し都内におけ

る分野横断的な福祉施策の展開を加速させるために、平成３０年度から令和２年度

までを計画期間とする「東京都地域福祉支援計画」を策定しました。 

当市においては、これらの動向と方向性を踏まえながら、東大和市地域福祉計画

を策定し、地域福祉を推進していきます。 

●計画の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東大和市社会福祉協議会 東大和市 

 

東大和市地域福祉計画 
 
社会福祉法に基づき市が策定する行政計画。 

東大和市地域福祉活動計画 
 
地域福祉を推進する団体である社会福祉

協議会が策定する活動計画。 

連携 

市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努め

るものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民等の

意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよう

努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

参考：社会福祉法第107条（市町村地域福祉計画） 

東京都 

東京都地域福祉

支援計画 

国 
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（3）地域福祉を進めるために 

「地域福祉」は、誰もが住み慣れた地域で、安心していきいきと暮らしていくた

めに、地域住民や行政、社会福祉関係者がお互いに協力して地域社会の福祉課題の

解決に取り組む考え方です。 

地域福祉は、地域に住む一人ひとりが自立するための努力（自助）があり、地域

に住む人が協力して行う日常的な生活援助活動（互助・共助）、行政が責任をもつ

公的福祉サービス・支援等の取組（公助）がそれぞれの役割を分担し、互いに連動

しながら全体としてまとまった機能を発揮させて補完しあうことにより、はじめて

実現することができます。 

●地域福祉推進の基本視点 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自ら働いて、または自ら
の年金収入等により、自
らの生活を支え、自らの
健康は自ら維持すること。 

 
自分や家族による 

自助努力 

 

自助 

互助：インフォーマルな相互
扶助。近隣の助け合
いやボランティア等。 

共助：社会保険のような制度
化された相互扶助。 

 

隣近所の助け合い 

互助・共助 

自助・互助・共助では対応
できない困窮等の状況に対
し、所得や生活水準・家庭
状況などの受給要件を定め
た上で必要な生活保障を行
う社会福祉等。 

 
公的機関による 

サービスの供給 

公助 

地域福祉 

 自助、互助・共助、

公助がともに関わり

合い、地域に合った

取組を行うこと 
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２ 第６次地域福祉計画の位置づけ 

（1）計画の位置づけ 

当市は、地域福祉の推進を目指して平成５年度から地域福祉計画を第５次にわた

り策定・推進してきました。今回、令和３年度から８年度までの６年間を計画期間

とする第６次東大和市地域福祉計画（以下「本計画」という）を策定しました。 

Ｐ２「（２）地域福祉の動向」に記載のあるとおり平成２９年の社会福祉法の改

正に基づき、本計画は、総合計画の基本構想及び基本計画に基づき、保健・福祉の

分野別計画（障害者総合プラン、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、子ども・子

育て未来プラン、健康増進計画、自殺対策計画）の上位計画として、また連携を図

るための計画に位置づけ、他の分野の計画と整合を図りながら推進するものです。 

●計画の位置づけ 
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（2）５計画の概要 

市政の基本方針を定めた総合的な計画である、基本構想及び基本計画における、

保健・福祉分野の基本目標・基本施策は以下のように示されています。 

●東大和市第三次基本構想の保健・福祉分野の基本目標・基本施策 

 

基本目標：健康であたたかい心のかよいあうまち 

基本施策 

（１）市民の心と体の健康づくりを支援するとともに、病気の予防や早期発見の
ための取組を推進して、誰もが心身ともに健康で幸せに暮らすことができ

るまちづくりを進めていきます。 

（２）高齢者を支えるための地域の包括的な支援体制の構築などに取り組み、高

齢者が住み慣れた地域で暮らすことができ、その能力を発揮して活躍する
ことができるまちづくりを進めていきます。 

（３）障害のある人に必要な支援を行い、誰もが障害の有無にかかわらず、地域
社会の一員として認められ、社会活動に参加することができるまちづくり
を進めていきます。 

（４）市が関わる社会保障制度を適切かつ効果的に運営するとともに、地域社会

における支え合いを推進して、誰もが安心して暮らすことができるまちづ
くりを進めていきます。 

 

 

当市は、地域福祉の推進を目指して平成６年度から地域福祉計画を策定してきま

した。これまでに４回にわたる改定を行い、第５回の改定となる本計画は他の福祉

計画の上位計画とする位置づけとなることから、まず、ここでは前述の基本施策に

基づき、設定する保健・福祉分野の各計画の基本理念・基本目標を次のとおり抜粋

しました。そして具体的に本計画でとりまとめる手段として、３１ページ以降の基

本目標の中で新たに「（１）地域共生を目指す保健・福祉の総合的な推進」を新し

く策定することとし、地域福祉計画以外の福祉計画をとりまとめることとします。 
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●第６次東大和市地域福祉計画（案） 

 

基本理念：人と地域がつながり支え合うあたたかい 

 地域共生のまち 東大和 

基本目標１ 地域共生社会を目指す保健・福祉施策の総合的な推進 

基本目標２ 包括的支援体制の推進 

基本目標３ 地域活動への住民参画の促進 

基本目標４ 福祉の環境づくりの推進 

基本目標５ 福祉のまちづくりの推進 

 

●東大和市高齢者福祉計画・第8期介護保険事業計画（案） 

 

基本理念：支え合う地域の中で 高齢者の意思が尊重され 健康で生きがいを

持って 暮らせるまち 東大和 

基本目標：地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの推進 

 

●第２次東大和市障害者総合プラン（第5次東大和市障害者計画・第6期東大和市障害福祉

計画・第２期東大和市障害児福祉計画）（案） 

 

基本理念：障害のある人もない人も、お互いを尊重し、 

ともにつくろう、共生のまち東大和 

基本目標１ 自立を支える基盤の整備と充実 

基本目標２ 自立を支えるサービスの充実 

基本目標３ ライフステージに対応した支援の充実 

基本目標４ 共生社会実現をめざした地域づくり 
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●東大和市子ども・子育て未来プラン 

 

基本理念：あふれる笑顔で すべての子どもたちの 

豊かな心と幸せを育むまち 東大和 

基本目標１ 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援の仕組みをつくります 

基本目標２ ライフステージに沿った子どもの成長と発達を支援する環境をつく

ります 

基本目標３ 子育てしやすい安全・安心な環境をつくります 

基本目標４ 子ども・若者の健やかな成長と自立を支える地域をつくります 

基本目標５ 支援や配慮を必要とする子どもや家庭を支える地域をつくります 

 

●第２次東大和市健康増進計画（案） 

 

基本理念：一人ひとりが協力して 限りある命を大切にし、 

健康で幸せに暮らせるまち 健幸都市 東大和 

総合目標：健康寿命の延伸 健康格差の縮小 

基本目標１ 生活習慣の改善の推進 

基本目標２ ライフステージを通じた健康づくりと健康を支える社会環境の整備 

基本目標３ 主な生活習慣病の発症予防と重症化予防 

基本目標４ 健全な食生活を実践するための食育の推進 

 

●東大和市自殺対策計画（案） 

 

基本理念：ともに こころつなげて いのち支えあう  

だれも追い込まれることのない東大和市を目指して 

基本方針１ 生きることの包括的な支援の推進 

基本方針２ 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

基本方針３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

基本方針４ 啓発と実践を両輪として推進 

基本方針５ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 
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（3）本計画に盛り込む施策 

本計画は社会福祉法第１０７条の規定に基づき策定する計画で、個別計画として

市の基本構想・基本計画の方針を具現化するためのものです。 

なお、生活困窮者自立支援法の施行により、地域福祉計画に「生活困窮者自立支

援方策」を盛り込むこととなっています。また、「成年後見制度の利用の促進に関

する法律（以下「成年後見制度利用促進法」という）」が平成２８年に施行された

ことを踏まえ、本計画に成年後見制度の利用促進に関する内容を盛り込んで策定し

ます。 

また、令和２年６月に成立した改正社会福祉法において、任意事業として「重層

的支援体制整備事業」が新たに設けられました。本計画においても介護・高齢者福

祉、障害者福祉、子ども・子育て支援、生活困窮者支援、健康増進などの分野の既

存の枠組みにとらわれず、分野横断的な相談体制の整備や連携・協働で取組む施策

を検討していきます。 
 

３ 福祉分野の計画と期間 

福祉の分野では、令和２年度までを期間とし、次の計画を策定してきました。 

・地域福祉計画（社会福祉法第１０７条） 

・高齢者福祉計画（老人福祉法第２０条の８） 

・介護保険事業計画（介護保険法第１１７条） 

・障害者計画（障害者基本法第１１条第３項） 

・障害福祉計画（障害者総合支援法第８８条第１項） 

・障害児福祉計画（児童福祉法第３３条の２０） 

・健康増進計画（健康増進法第８条第２項） 

・食育推進計画（食育基本法第８条） 

また、子ども・子育て未来プラン（次世代育成支援対策推進法第８条・子ども・

子育て支援法第６１条・子ども・若者育成支援推進法第９条第２項、子どもの貧困

対策に関する法律第９条第２項）については平成３１年度に策定しました。 
 

福祉分野の各計画の期間の満了による更新を行い、新たに成年後見制度の利用促

進に関する内容を盛り込むと共に、「自殺対策計画」を策定します。 

なお、地域福祉計画は、国の指針により計画期間をおおむね５年とし、３年ごと

の見直しが推奨されていますが、本計画は計画期間を６か年とします。計画期間に

おいて、総合計画の基本構想・基本計画並びに東大和市高齢者福祉計画・第８期介

護保険事業計画、第５次東大和市障害者計画・第６期東大和市障害福祉計画・第２

期障害児福祉計画の改定をとらえ、必要に応じて中間報告を行います。 

 

  



 

11 

●計画期間 
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基本構想         
 

   

基本計画          
 

  

地域福祉計画             

高齢者福祉計画 

介護保険事業 

計画 

          

 

 

障害者 

総合プラン 
           

 

健康増進計画             

自殺対策計画       

 

     

子ども・子育

て未来プラン

※ 

         

 

  

※子ども・子育て未来プラン：子ども・子育て未来プランは、「第２期子ども・子育て支援事業計

画」、「第１期新・放課後子ども総合プランに基づく行動計画」、「第１期次世代育成支援行動

計画」、「第１期子ども・若者計画」、「第１期子どもの貧困対策計画」を包含しています。 

  

第四次基本計画（平成25年度～令和３年度） 

第二次基本構想（平成14年度～令和３年度） 

第５次計画（平成27年度～令和２年度） 

高齢者福祉計画 
（平成27～29年度） 

第６期計画 
（平成27～29年度） 

第３次障害者計画 

第４期障害福祉計画 
（平成27～29年度） 

第一次計画（平成27年度～令和２年度） 

子ども・子育て支援事業計画 

（平成27～31年度） 

第６次計画（令和３年度～令和８年度） 

子ども・子育て未来プラン 

（令和２～６年度） 

高齢者福祉計画（平成

30～令和２年度） 

第７期計画（平成30～

令和２年度） 

第４次障害者計画 

第５期障害福祉計画 

第１期障害児福祉計画
（平成30～令和２年度） 

高齢者福祉計画 
（令和３～５年度） 

第８期計画 
（令和３～５年度） 

第５次障害者計画 

第６期障害福祉計画 

第２期障害児福祉計画
（令和３～５年度） 

第五次基本計画（令和４年度～13年度） 

第三次基本構想（令和４年度～23年度） 

子ども・子育て未来プラ

ン（令和７年度～11年度） 

高齢者福祉計画 
（令和６～８年度） 

第９期計画 
（令和６～８年度） 

第６次障害者計画 

第７期障害福祉計画 

第３期障害児福祉計画
（令和６～８年度） 

第二次計画（令和３～８年度） 

自殺対策計画（令和３～８年度） 
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４ 計画の策定・推進体制 

（1）計画の策定体制 

計画策定においては、東大和市地域福祉審議会を組織し、各層の幅広い協力・参

画を得てこれまでの進捗状況を報告し、協議を重ねてきました。策定にあたっては、

平成３１年度に地域福祉に関するアンケートを行い、基礎資料とするとともに、市

民説明会、パブリックコメントの機会を設け、意見聴取を行いながら策定しました。 
 

（2）計画の推進に向けて 

目標の実現に向けては、市民・関係団体・関係機関・事業者と行政が協働し

て計画を推進していく必要があります。関係者と連携を十分に図りながら、次

のような取組を行っていきます。 

①計画の進捗状況の検討と意見聴取 

計画を着実に推進するために、分野計画ごとに進捗状況を検討します。保健・福

祉施策の総合的な推進に向けて、設置している東大和市地域福祉審議会において、

意見聴取と総合的な施策の点検及び課題解決の検討を行い、施策への反映を図りま

す。 

②庁内推進体制の設置 

庁内連絡会において、地域課題を包括的に受け止める場として調整を図るととも

に、計画の進捗状況の集約と調整及び連携を行います。 

③社会福祉協議会等との連携 

社会福祉協議会や社会福祉法人、事業所等の関係団体等との積極的かつ有機的な

連携を図ります。 

④情報提供と周知・啓発 

周知方法には十分な配慮を行っていきます。成年後見制度や地域共生社会など福

祉に関する理解を深められるよう啓発に努めます。 

⑤情報共有と個人情報保護 

より質の高い福祉・保健・医療サービスを提供していくため、サービス利用者に

関する個人情報を行政、関係機関、事業者などで共有することが必要です。そのた

め、マイナンバーをはじめとする個人情報の漏えいや不正利用防止に向けた情報管

理を徹底します。 
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（3）地域福祉を担う主な推進主体の役割 

住み慣れた地域で、誰もが安心して暮らしていくためには、地域の資源や潜在的

な力を活用して地域福祉の推進を図っていく必要があります。そのため、市民、社

会福祉協議会、福祉関係団体、民間団体をはじめとし、分野を超えた多様な主体が

地域の一員として参画し、それぞれの役割を担いながら協働で取り組んでいくこと

が期待されます。 

①市の役割 

地域課題を把握した上で、地域福祉計画に基づき、関係各課・関係団体等と協働

した施策を計画的に推進します。 

市民が主体となって課題の抽出や課題解決に取り組む環境づくりをはじめ、高齢

者ほっと支援センター（地域包括支援センター）などを中心に、多様な相談機関・

相談窓口からの課題を調整する機能づくりに取り組み、地域の課題を包括的に受け

止める相談体制の構築など、地域共生社会の実現に向けて取り組みます。 

②社会福祉協議会に期待される役割 

社会福祉協議会には、地域福祉を推進する中心的な団体として、各種社会福祉事

業の企画・実施や社会福祉活動へ市民の参加促進など、地域に密着した活動を安定

的に継続して実施していくことが求められます。また、地域からの相談や課題の把

握と課題解決に市・社会福祉協議会・地域で連携して推進することが期待されます。 

③福祉関係の事業所・団体等に期待される役割 

社会福祉法人は、各種社会福祉事業や公益事業を実施しており、平成２８年の社

会福祉法改正により、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえた地域における公

益的な取組の実施に関する責務が規定されました。このため、各種地域課題等に気

づき、課題解決に向けて相談や支援などを地域の一員として協力支援するなど、地

域においてさらなる役割を担うことが期待されます。 

福祉関係団体は、人材の育成や各種活動に参画して、地域福祉の充実に努めるこ

とが期待されています。そして、関係機関等の連携強化を図りながら、課題解決へ

の取組が求められます。 

④民生委員・児童委員に期待される役割 

民生委員・児童委員は、担当地区等において、市民の暮らしや暮らしの中での課

題の把握や要支援者に対する福祉サービスの情報提供や生活相談等の支援を行うな

ど、地域と当市の関係機関をつなぐ重要な役割を担っています。地域課題の複雑化

や高齢者世帯の増加等により、地域の状況に応じた様々な活動が期待されています。 

⑤ＮＰＯ法人、ボランティア団体等に期待される役割 

地域福祉の担い手として、地域におけるニーズを把握し、それぞれの特長や能力、

資源等を活かした活動が期待されています。 
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⑥自治会に期待される役割 

自治会は、市民に最も身近な組織として市民同士が互いに支え合う意識を高め、

当市や社会福祉協議会等と連携しながら、地域の見守りや防犯・防災をはじめ、環

境美化や健康づくりなど様々な地域活動に取り組むことが期待されています。 
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第２章 地域福祉をめぐる状況 

１ 人口と世帯の状況 

（1）人口の推移 

総人口は令和２年が８５，３０１人で、微減傾向が続いています。人口構成は

老年（高齢者）人口が微増、年少人口と生産年齢人口が微減しており、東大和市に

おいても少子高齢化が進行しています。このような動きは今後も続くことが見込ま

れ、第三次基本構想では、目標年次となる令和２３年度（２０４１年度）の総人口

の見通しは、約８万人となっています。 

●人口・人口構成の推移（各年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：統計東やまと 

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

高齢者人口 21,227 21,815 22,222 22,605 22,867 23,019

生産年齢人口 53,311 52,689 52,232 51,737 51,477 51,320

年少人口 11,624 11,597 11,491 11,376 11,221 10,962

総人口 86,162 86,101 85,945 85,718 85,565 85,301

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000（人）

13.5 13.5 13.4 13.3 13.1 12.9

61.9 61.2 60.8 60.4 60.2 60.2

24.6 25.3 25.9 26.4 26.7 27.0

0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

70％

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

年少人口 生産年齢人口 高齢者人口



 

16 

（2）年代別人口 

男女とも、４５歳～５４歳を中心とした年齢層と７０歳～７９歳までの年齢の

ふたつの層の人数が多い人口構成になっています。 

●人口ピラミッド（令和２年1月1日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※外国人住民を含む 

出典：住民基本台帳  
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（3）地区別人口 

町別では、清原の高齢化率が高く、東大和市全体では２７．０％となっています。 

●町別人口・人口割合（令和２年１月１日時点） 

町名 総人口（人） 高齢者人口（人） 高齢化率 

清水 5,479 1,410 25.7％ 

狭山 4,048 1,149 28.4％ 

多摩湖 2 0 0.0％ 

湖畔 2,587 958 37.0％ 

奈良橋 4,188 1,058 25.3％ 

高木 3,085 789 25.6％ 

蔵敷 4,861 1,645 33.8％ 

芋窪 5,381 1,192 22.2％ 

清原 3,015 1,434 47.6％ 

新堀 3,500 1,025 29.3％ 

仲原 3,446 652 18.9％ 

中央 4,468 1,063 23.8％ 

南街 8,023 2,546 31.7％ 

向原 8,652 2,721 31.4％ 

立野 4,751 1,355 28.5％ 

上北台 4,548 1,118 24.6％ 

桜が丘 15,267 2,904 19.0％ 

総   計 85,301 23,019 27.0％ 

出典：住民基本台帳 
 

（4）人口動態の推移 

人口動態は、平成２７年から人口減の傾向となっています。自然増減では平成３

１年は－２２０と近年で最も減少が大きく、社会増減数は－１０３となっています。 

●人口の自然増減数の推移（各年１月１日～12月31日累計） 

 

 人口増減 自然増減数 社会増減数 

平成26年 872 25 847 

平成27年 -102 -2 -100 

平成28年 -139 -28 -111 

平成29年 -295 -42 -253 

平成30年 -181 -149 -32 

平成31年 -323 -220 -103 

出典：統計東やまと 

（人） 
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（5）世帯数・世帯人員の推移 

近年は世帯数が微増しており、令和２年は３９，１１７世帯となっており、１世

帯当たり人員は２．１８人となっています。 

●人口・世帯数・１世帯当たり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：住民基本台帳 

 

２ 要介護（要支援）認定者数・認定率の状況 

要介護（要支援）認定者数及び認定率は、増加傾向で推移していますが、平成３

０年度以降は増加が緩やかになっています。 

●要介護（要支援）認定者数、要介護（要支援）認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：介護保険事業状況報告月報（各年度９月末、令和２年度のみ３月末） 

1,063 1,119 1,306 1,456 1,509 1,547

1,301 1,403
1,490

1,483 1,554 1,523

1,085
1,101

1,140
1,248

1,292 1,320

15.9%
16.3%

17.4%
18.3%

18.8% 18.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

要介護３～５

要介護１・２

要支援１・２

認定率

86,192 86,101 85,945 85,718 85,565 85,301

37,742 37,966 38,291 38,544 38,852 39,117

2.28 2.27 2.24 2.22 2.20 2.18

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

総人口 世帯数 １世帯当たり人員（人・世帯） （人）
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３ 障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者数は、平成２９年度以降微減していますが、愛の手帳・精

神障害者保健福祉手帳所持者数は増加しています。 

●障害者手帳所持者数の推移（各年度末） 

身体障害者手帳 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 
肢体不自由 1,410 1,387 1,381 1,361 1,303 
視覚障害 152 152 159 160 162 
聴覚障害 252 260 274 283 294 
音声・言語障害 22 20 22 24 23 
内部障害 827 826 846 847 835 
合計 2,663 2,645 2,682 2,675 2,617 

 
愛の手帳 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

１度 29 32 33 32 34 
２度 172 172 180 183 186 
３度 144 147 145 147 146 
４度 323 349 369 379 404 
合計 668 700 727 741 770 

 
精神障害者保健福祉手帳 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 
１級 42 46 41 47 50 
２級 385 410 425 459 488 
３級 246 251 291 299 332 
合計 673 707 757 805 870 
自立支援医療（精神通
院）受給者 

1,371 1,437 1,486 1,565 1,728 

出典：担当課資料 

４ 生活保護受給状況 

生活保護受給状況は、平成２９年度までは増加傾向にありましたが、平成３０年

度は若干減少し、平成３１年度は被保護者数１，９１９人、被保護世帯数１，３７

２世帯、保護率２２．５パーミルとなっています。 

●被保護者数、被保護世帯数、保護率の推移（各年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：担当課資料 

（人） 

1,829 1,874 1,904 1,925 1,918 1,919

1,254 1,290 1,320 1,347 1,345 1,372

21.2
21.8 22.2 22.5 22.4 22.5

0

5

10

15

20

25

0

1,000

2,000

3,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

被保護者数 被保護世帯数 保護率（人・世帯） （‰）
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生活保護費の支出状況は、被保護者数により変動がみられますが、年間３０億円

台の支給金額で推移しています。 

●生活保護費の支出状況（各年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：担当課資料 

 

東大和市の生活困窮者からの相談受付件数は、生活困窮者自立支援制度が開始さ

れた平成２７年度は３４９件でしたが、平成２８年度、２９年度は約２５０件で推

移し、平成３０年度以降は再び３００件に近づいています。 

●生活困窮者相談件数の推移（各年度末） 

（件） 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

相談受付件数 349 259 250 294 296 

出典：担当課資料 

3,146,604 3,141,171

3,289,914 3,294,315

3,198,048
3,163,328

2,500,000

3,000,000

3,500,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（千円）
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５ 地域福祉計画に関するアンケート調査結果 

本計画の策定にあたり、平成３１年度に市民３，０００人を対象に地域福祉計画

に関するアンケートを実施し、市民の「福祉」についての考えや地域活動の参加状

況、地域の困りごとなどを把握し、計画策定の基礎資料としました。 

（1）暮らしやすさと地域の心配ごと 

①住んでいる地区の暮らしやすさ 

「どちらかというと暮らしやすい」が４６．４％、「暮らしやすい」が３９．

８％と多く、『暮らしやすい』（「どちらかというと暮らしやすい」と「暮らしや

すい」の合計）は８６．２％となっています。３０・４０歳代で「暮らしやすい」

が４５％前後と回答されています。 

●問８ あなたが住んでいる地区は、暮らしやすいと思いますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②住んでいる地域で心配なこと 

全体では、「地域の防犯・防災などの安全面」が３２．９％と最も多く、「特に

ない」が２６．４％、「高齢者が安心して暮らせる環境」が２３．６％、「自然環

境、ごみや道路などの生活環境」が１９．３％、「子どもが安心して暮らせる環境」

が１７．７％、「地域でのつきあいや連帯」が１６．１％と続いています。 

  

問８　住んでいる地区の暮らしやすさ〔％〕

N =

全　　　体 1091

20歳代 38

30歳代 94

40歳代 146

50歳代 182

60歳代 213

70歳以上 412

39.8

31.6

43.6

45.9

35.2

39.0

39.8

46.4

52.6

46.8

43.2

48.9

47.9

45.4

8.0

13.2

4.3

7.5

9.9

7.5

7.8

2.0

1.1

1.4

2.2

2.8

2.2

3.8

2.6

4.3

2.1

3.8

2.8

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

暮らしやすい どちらかというと暮らしやすい どちらかというと暮らしにくい

暮らしにくい 無 回 答
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●問９ あなたは、住んでいる地区で、日頃から心配なこと、気になることがありますか。そ

れはどのようなことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９　住んでいる地域での心配なこと等〔％・複数回答〕
N = 1091

％

地域の防犯・防災などの安
全面

自然環境、ごみや道路など
の生活環境

高齢者が安心して暮らせる
環境

障害者が安心して暮らせる
環境

子どもが安心して暮らせる
環境

健康に関する活動や相談で
きる環境

地域でのつきあいや連帯

地域の慣習

日常生活での移動のこと

その他

特にない

無　回　答

32.9

19.3

23.6

10.4

17.7

9.5

16.1

2.0

13.8

3.8

26.4

4.8

0 10 20 30 40

地区 1位 2位 3位 4位

清水、狭山
地域の防犯・防災な

どの安全面
（34.4％）

高齢者が安心して暮

らせる環境・日常生
活での移動のこと
（27.0％）

自然環境、ごみや道

路などの生活環境
（21.3％）

地域でのつきあいや

連帯（18.9％）

多摩湖、湖

畔、奈良橋、
高木

地域の防犯・防災な

どの安全面
（40.8％）

日常生活での移動の

こと（27.7％）

高齢者が安心して暮

らせる環境
（26.2％）

自然環境、ごみや道路

などの生活環境
（23.1％）

蔵敷、芋窪
地域の防犯・防災な

どの安全面
（40.8％）

高齢者が安心して暮

らせる環境
（26.2％）

子どもが安心して暮

らせる環境
（17.7％）

日常生活での移動の

こと（16.8％）

清原、新堀、

仲原

地域の防犯・防災な

どの安全面
（32.8％）

自然環境、ごみや道路

などの生活環境
（25.8％）

高齢者が安心して暮

らせる環境
（25.0％）

地域でのつきあいや

連帯（21.1％）

中央、南街、

向原

地域の防犯・防災な

どの安全面
（34.6％）

高齢者が安心して暮

らせる環境
（23.1％）

子どもが安心して暮

らせる環境
（18.2％）

自然環境、ごみや道路

などの生活環境
（17.1％）

立野、上北

台、桜が丘

地域の防犯・防災な

どの安全面
（29.6％）

高齢者が安心して暮

らせる環境・子ども
が安心して暮らせる
環境（20.1％）

自然環境、ごみや道路

などの生活環境
（18.1％）

地域でのつきあいや

連帯（15.1％）
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③近所づきあいの程度 

全体では、「顔を合わせればあいさつをする」が５１．９％と半数を超えて多く、

「会えば親しく話をする人がいる」が３１．０％で続いています。７０歳以上は

「顔を合わせればあいさつをする」と「会えば親しく話をする人がいる」が他の年

代よりも多く回答されています。 

●問１３ あなたは、どの程度近所づきあいをされていますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）自主的な支えあいや助け合い 

各年代で、自主的な支えあいや助け合いが「必要だと思う」という回答が大半を

占めています。 

●問１０ あなたは、地域の課題解決のために、市民同士の自主的な支えあい・助け合いが必

要だと思いますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問13　近所づきあいの程度〔％〕

N =

全　　　体 1091

20歳代 38

30歳代 94

40歳代 146

50歳代 182

60歳代 213

70歳以上 412

9.9

7.4

8.2

3.3

3.8

17.5

31.0

23.7

25.5

28.1

26.4

31.9

35.9

51.9

63.2

55.3

55.5

59.9

59.6

41.5

2.3

7.9

4.3

1.4

4.9

1.9

0.7

2.7

5.3

4.3

6.2

3.8

1.4

1.2

2.2

3.2

0.7

1.6

1.4

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

隣近所の仲の良い人とよく行き来している 会えば親しく話をする人がいる

顔を合わせればあいさつをする 顔は知っているが、声をかけることはない

ほとんどしていない 無 回 答

問10　市民同士の自主的な支えあいや助け合い〔％〕

N =

全　　　体 1091

20歳代 38

30歳代 94

40歳代 146

50歳代 182

60歳代 213

70歳以上 412

86.1

84.2

92.6

87.7

83.5

86.9

85.0

10.2

15.8

4.3

11.6

13.7

10.3

9.0

3.8

3.2

0.7

2.7

2.8

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要だと思う 必要だと思わない 無 回 答
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自主的な支えあいや助けあいが必要なときは、「災害が発生したとき」が７０．

１％と最も多く、「高齢者の孤独死や虐待などを聞いたとき」と「子どもに関する

事件などを聞いたとき」がそれぞれ４０％を超えて続いています。 

●問１１ どのようなときに必要だと思いますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問11　どのようなときに必要か〔％・複数回答〕
N = 939

％

高齢者の孤独死や虐待など
を聞いたとき

子どもに関する事件などを
聞いたとき

隣近所に気軽に相談できる
人がいないとき

地域の行事に参加したとき

災害が発生したとき

隣近所に手助けが必要な人
を見かけたとき

隣近所でトラブル（空き巣
など）が発生したとき

地域に溶け込めない外国籍
の人を見かけたとき

地域ぐるみで地域活動など
に取り組んでいることを聞
いたとき

その他

無　回　答

42.7

41.0

17.6

8.1

70.1

20.8

18.5

2.3

6.9

1.5

0.7

40.6

53.1

9.4

12.5

81.3

9.4

6.3

9.4

9.4

0.0

0.0

35.6

67.8

11.5

10.3

71.3

16.1

16.1

3.4

2.3

1.1

0.0

39.8

69.5

18.0

3.1

71.1

14.8

22.7

0.8

2.3

0.0

0.0

46.1

44.1

16.4

7.2

77.6

18.4

23.7

2.6

7.2

2.0

0.0

40.0

35.1

20.0

7.6

75.7

22.7

17.8

1.6

10.3

1.1

0.0

46.0

24.9

19.1

9.4

62.3

24.6

17.1

2.3

7.7

2.3

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

全 体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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（3）生活での悩みや不安 

現在の生活での悩みや不安は、「自分や家族の健康のこと」が４２．６％と多く、

「災害時のこと」が３５．４％、「経済的なこと」が２４．０％、「介護に関する

こと」が２２．６％と続いていますが、年代によって回答は異なり、２０歳代では

「仕事に関すること」、３０歳代では「育児に関すること」、３０・４０歳代では

「経済的なこと」、６０歳以上では「自分や家族の健康のこと」も多く回答されて

います。 

●問３１ あなたは、日々の生活で悩みや不安なことがありますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問31　日々の生活での悩みや不安〔％・複数回答〕①
N = 1091

％

自分や家族の健康のこと

育児に関すること

介護に関すること

経済的なこと

隣近所との関係

家族のこと（進学、就職、
結婚）

仕事に関すること

災害時のこと

移動手段（交通機関）のこ
と

特にない

その他

無　回　答

42.6

6.2

22.6

24.0

7.3

12.0

12.6

35.4

11.9

22.4

1.6

2.7

34.2

13.2

5.3

23.7

2.6

18.4

39.5

28.9

5.3

15.8

2.6

2.6

37.2

35.1

14.9

35.1

12.8

17.0

24.5

35.1

11.7

21.3

0.0

1.1

36.3

16.4

19.9

36.3

7.5

23.3

21.2

36.3

6.8

20.5

2.1

0.7

37.4

1.1

26.4

27.5

7.1

15.9

24.2

35.7

11.0

22.0

2.2

1.1

47.4

0.5

18.3

20.7

7.5

10.3

7.5

34.7

9.9

25.8

0.5

0.9

47.3

0.7

27.7

17.7

6.6

5.6

2.2

36.2

16.0

21.8

2.2

5.1

0 10 20 30 40 50

全 体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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（4）目指すまちづくりの方向 

全体では、「高齢者が安心して住める市」が２５．８％、「防災・防犯対策が充

実して安心して住める市」が２４．４％と多く、「子どもを安心して育てられる市」

が１８．６％、「一人ひとりが健康で元気な市」と「万が一の際に支えあえる市」

がともに１４％台で続いています。 

●問４６ あなたは、東大和市は今後どのようになってほしいと思いますか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問46　なってほしい東大和市の今後〔％・複数回答〕
N = 1091

％

子どもを安心して育てられ
る市

高齢者が安心して住める市

障害者が安心して生活でき
る市

万が一の際に支えあえる市

一人ひとりが健康で元気な
市

地域活動やボランティア活
動が活発な市

高齢者が活躍できる市

防災・防犯対策が充実して
安心して住める市

その他

無　回　答

18.6

25.8

5.0

14.5

14.6

3.2

6.2

24.4

3.0

3.1

31.6

5.3

5.3

13.2

18.4

2.6

0.0

26.3
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６ 主な自主活動組織 

自治会をはじめ地域住民が参加して活動されている主な組織は以下のとおりと

なっています。 

●自主活動組織の状況 

 平成26年３月末日現在 平成29年３月末日現在 令和２年３月末日現在 

自治会等 75自治会 73自治会 73自治会 

シニアクラブ 15クラブ 16クラブ 17クラブ 

ふれあいなご

やかサロン 

登録サロン 22団体 登録サロン 32団体 登録サロン 40団体 

ボランティア 登録者（個人）125名 

（グループ）19グループ

（483名） 

登録者（個人）99名 

（グループ）19グループ

（478名） 

登録者（個人） 85名 

（グループ）24グループ

（462名） 

見守り・声か

け活動 

登録利用者  409名 

登録外利用者 116名 

協力員 312名 

登録利用者  386名 

登録外利用者 116名 

協力員 315名 

登録利用者  374名 

登録外利用者 126名 

協力員 281名 

車いすステー

ション（※

1） 

ステーション数 20か所 

利用件数 245件 

ステーション数 25か所 

利用件数 352件 

ステーション数 27か所 

利用件数 287件 

子ども食堂

（※２） 

 延べ参加者数  334名 延べ参加者数 943名 

※１車いすステーション：高齢者や障害者（児）、怪我をした方等に車いすの貸し出しを行うべく、

平成20年から社会福祉協議会が市内各地域に車いすステーションを設置した。 

※２子ども食堂：子どもが１人でも、無料もしくは低額で食事をすることができる子ども食堂への

支援を、平成28年（試行的には平成27年）から社会福祉協議会で行っている。 
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第３章 理念と目標 

１ 基本的な考え方 

第三次基本構想は「健康であたたかい心のかよいあうまち」を保健・福祉分野の

基本目標として定め、また、保健・福祉分野で４つの施策大綱を示しています。 

この中で地域福祉の推進として、「市民同士が地域のつながりの中で、共に助け

合い、支え合う体制の整備に取り組み」を進めることで「健康であたたかい心のか

よいあうまち」の実現を目指すとしています。 

これにより、地域福祉計画などの各個別計画は、基本計画の各施策の目標及び方

針を具現化する内容であることが求められています。 

あわせて、当市は令和２年度に健幸都市宣言を行い、「健幸（※１）都市の実現

に向けた東大和市健康寿命延伸取組方針」を策定しました。生涯にわたって健康で

いきいきと豊かな人生をおくることができるまちを目指す中で、地域活動やボラン

ティア活動などの社会活動に参加し、社会的に孤立しないことも大切な要素である

ことから、本計画及び保健・福祉分野の施策の展開にあたっての基本的な視点とし

ます。 

※１健幸：「健康」と「幸せ」は、すべての人の願いであるとの考えから、「健幸＝健康で幸せ」

を意味した造語。 
 

２ 基本理念 

基本構想の施策大綱、基本計画の目標及び方針を受け、第６次地域福祉計画では

その「目指す姿」として次を掲げます。 

●基本理念 

「人と地域がつながり支え合う 

あたたかい地域共生のまち 東大和」 

 

 

  



 

29 

３ 基本目標 

第５次計画で示された地域福祉分野の方向性を踏まえ、第６次計画では地域の福

祉課題、生活課題の解決に向けた目標を以下の５つとして取り組んでいきます。 

そして、複数の基本目標が連動することを念頭に置き、各計画における施策の推

進を相互に関連しつつ施策事業の推進効果を高めることを重視します。 
 

（1）地域共生社会を目指す保健・福祉の総合的な推進 

地域福祉、高齢者福祉、障害者福祉、子ども・子育て支援、健康増進、自殺対策

の各分野の保健・福祉施策の充実を図ります。そして、支援が必要な人・世帯がか

かえる福祉、介護、介護予防、保健医療、住まい、就労、教育に関する課題、地域

社会からの孤立や生活しづらさ等の多様な課題の解決に向けて分野を横断し、連動

して取組む施策を推進し、地域で共生できる福祉のまちづくりを推進します。 
 

（2）包括的支援体制の推進 

地域の課題を解決するため、地域の力を寄せ合い、支え合う、連携と協働のまち

づくりの基盤となる地域包括ケアシステムの確立、地域共生社会を目指したコミュ

ニティづくりや、相談支援体制、情報ネットワークの充実などの基盤整備を目指し

ます。 
 

（3）地域活動への住民参画の促進 

地域福祉を担う社会福祉協議会やボランティアや地域における自主活動の活性化、

多様な主体の参加を促進し、多様化する生活課題、福祉課題の解決のための取組を

まとめ、連携と協働による施策の推進を目指します。 
 

（4）福祉の環境づくりの推進 

地域に暮らす人が誰もが互いに認め合い、人とつながり協力し合える心を育てる

福祉教育を推進します。また、相談・支援の体制と地域での連携体制を拡充し、福

祉環境の向上に努めます。 
 

（5）福祉のまちづくりの推進 

東京都福祉のまちづくり条例に基づき、公共施設、民間施設、交通アクセス等の

改善・整備に努め、バリアフリーとユニバーサルデザインの視点に立った、安全で

安心して暮らせるまちづくり・環境づくりを推進します。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

基本目標 取組項目 

「人

と

地

域

が

つ

な

が

り

支

え

合

う

あ

た

た

か

い

地

域

共

生

の

ま

ち 

東

大

和
」 

基本 
理念 

(1)地域福祉計画の推進 

(2)高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進 

(3)障害者総合プランの推進 

(4)子ども・子育て未来プランの推進 

(5)健康増進計画（食育推進計画）の推進 

(6)自殺対策計画の推進 

2 

包括的支援体制 

の推進 

3 

地域活動への 

住民参画の促進 

4 

福祉の環境づくり 

の推進 

5 

福祉のまちづくり 

の推進 

1 

地域共生社会を目指

す保健・福祉施策の

総合的な推進 

(1)自治会活動の支援 

(2)ボランティア等活動の推進 

(3)社会福祉協議会との協働 

(4)シルバー人材センターとの協働 

(1)福祉教育の推進 

(2)福祉サービス苦情相談窓口の運営 

(3)利用者の立場に立った福祉サービスの推進 

(4)福祉人材の育成と福祉サービス提供体制の確保 

(1)公共建築物及び公園・道路などの公共施設の整備 

(2)民間施設の整備促進 

(3)災害時要配慮者対策の推進 

(4)安全・安心を守る環境づくりの推進 

(5)公共交通の連携と移送サービスの充実 

(1)相談・支援体制の充実 

(2)地域包括ケアシステムとコミュニティづくりの推進 

(3)福祉情報ネットワークの構築 

(4)地域の見守り・支援ネットワークの構築 

(5)権利擁護支援の推進 

(6)生活困窮者への支援対策の推進 
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第４章 基本計画 

基本目標１ 地域共生社会を目指す保健・福祉施策の総合的な推進 

（1）地域福祉計画の推進 

「人と地域がつながり支え合う あたたかい地域共生のまち 東大和」の実現を

目指して、各種施策を連携させ、保健・福祉施策を推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 地域共生社会を目指して、保健・福祉施策の総合的な推進を図りま

す。 
福祉推進課 

② 地域包括ケアシステムや地域コミュニティづくりなど、包括的支援体

制の推進を図ります。 
福祉推進課 

③ 地域活動への住民参画を促進します。 福祉推進課 

④ あたたかい地域づくりと福祉環境の向上に取り組みます。 福祉推進課 

⑤ 安全で安心して暮らせるまちづくり・環境づくりを推進します。 福祉推進課 

 

（2）高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進 

「支え合う地域の中で 高齢者の意思が尊重され健康で生きがいを持って暮らせ

るまち 東大和」を目指して、高齢者福祉・介護保険事業の総合的な推進を図りま

す。 

 

取組内容 担当課 

① 地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの推進を図りま

す。 
高齢介護課 

 

（3）障害者総合プランの推進 

『障害のある人もない人も、お互いを尊重し、ともにつくろう、共生のまち東大

和』を目指して、障害のある人の自立を支える基盤整備とサービスの充実を図りま

す。 
 

取組内容 担当課 

① 自立を支える基盤の整備と充実を図ります。 障害福祉課 

② 自立を支えるサービスの充実を図ります。 障害福祉課 

③ ライフステージに対応した支援の充実を図ります。 障害福祉課 

④ 共生社会実現をめざした地域づくりに取り組みます。 障害福祉課 
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（4）子ども・子育て未来プランの推進 

「あふれる笑顔で すべての子どもたちの豊かな心と幸せを育むまち 東大和」

を目指して、市民の子育てについての理解と認識を深め、地域社会が一体となって

子どもの成長と子育てを支援します。 
 

取組内容 担当課 

① 妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援の仕組みをつくります。 子育て支援課 

② ライフステージに沿った子どもの成長と発達を支援する環境をつくり

ます。 
子育て支援課 

③ 子育てしやすい安全・安心な環境をつくります。 子育て支援課 

④ 子ども・若者の健やかな成長と自立を支える地域をつくります。 子育て支援課 

⑤ 支援や配慮を必要とする子どもや家庭を支える地域をつくります。 子育て支援課 

 

（5）健康増進計画（食育推進計画）の推進 

「一人ひとりが協力して 限りある命を大切にし、健康で幸せに暮らせるまち 

健幸都市 東大和」を目指して、市民の心身の健康支援と食育を推進します。 

 

取組内容 担当課 

① 生活習慣の改善を推進します。 健康課 

② ライフステージを通じた健康づくりと健康を支える社会環境の整備を

推進します。 
健康課 

③ 主な生活習慣病の発症予防と重症化予防を推進します。 健康課 

④ 健全な食生活を実践するための食育を推進します。 健康課 

 

（6）自殺対策計画の推進 

「ともに こころつなげて いのち支えあう だれも追い込まれることのない東

大和市を目指して」、心の健康づくりと自殺対策を推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 自殺対策を支える人材育成と推進体制を整備します。 健康課 

② 市民・企業等への啓発と周知を行います。 健康課 

③ 生きることの促進要因増加への支援を行います。 健康課 
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基本目標２ 包括的支援体制の推進 

地域共生社会を目指し、市民の地域での安心した暮らしを支援するために、包括

的な支援体制づくりが重要となっています。地域福祉計画に関するアンケートでは、

相談先は「家族・親戚」が７４．８％と多く、「友人・知人」も多く回答されてい

ます。情報提供で役立っているものは「広報、パンフレット、ホームページなど市

からの情報」が４８．９％と多く、『「社協だより」、ホームページなど社協から

の情報』が３１．８％、「新聞、テレビ、書籍等による情報」が２６．７％となっ

ていますが、福祉や生活に関する相談先がある、もしくはどこに相談すればよいか

がわかっていることが必要といえます。 

このため、複合・複雑化した支援のニーズに対応できる包括的に相談や課題を受

け止めて支援する体制づくりを目指し、相談支援、情報提供、関係各課・関係機関

とのネットワークづくり、地域やコミュニティのケア・支え合い活動などを一体的

に推進し、地域共生社会を実現します。特に、抱える課題が多様化、複雑化してい

ることを重視し、相談や支援について多様な主体が関わる重層的支援体制の整備を

目指します。 

●重層的支援体制の全体イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料 
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（1） 相談・支援体制の充実 

社会環境が変化し、８０・５０問題（※）など、市民の抱える問題も複雑になっ

てきています。世帯の複合的なニーズやライフステージの変化に柔軟に対応できる

よう、市のそれぞれの相談窓口での対応力を高めるとともに、包括的な支援体制の

構築に向けた連携・体制確保を図ります。 

 ※８０代前後の親が、５０代前後のひきこもりの子どもを養っている状況を指す問題。経済的

困窮、病気や介護、社会的な孤立等の複合的な問題によって親子共倒れになる可能性が指摘さ

れています。 
 

取組内容 担当課 

① 社会福祉協議会が実施している地域福祉権利擁護事業による、地域に

暮らす困りごとのある方への相談支援を推進します。 
福祉推進課 

② 社会福祉協議会が実施しているふれあいまちづくり事業による「見守

り・声かけ活動」や「ふれあいなごやかサロン活動」を推進します。 
福祉推進課 

③ 「東大和市くらし・しごと応援センターそえる」を窓口として、生活

困窮者の相談・支援の充実を図ります。 
生活福祉課 

④ 民生委員・児童委員が地域の身近な相談役として、支援が必要な人が

必要な公的サービスを受けられるように、相談・援助体制の拡充に努

めます。 

福祉推進課 

⑤ 日本語及び外国語の堪能な市民等を外国語通訳交流員として派遣し、

外国語通訳を必要とする方の相談や支援に努めます。 
地域振興課 

⑥ 窓口の対応では、聴く力や福祉サービスの知識が幅広く求められるこ

とから、福祉部門のキャリアを考慮した職員育成や、専門研修などへ

の積極的な派遣を行い、効果的・効率的な窓口対応のできる環境整備

に努めます。また、包括的な相談に応じることのできる相談支援包括

化推進員の育成を検討します。 

福祉推進課 

職員課 

⑦ 介護、障害、子ども困窮等の相談者の属性や世代に関わらず、包括的

な相談を受け止めるための重層的相談支援機関の構築を検討します。

また、受けた相談に対し福祉の多機関協働の支援を実施できる体制の

構築を検討します。 

福祉推進課 

⑧ 包括的支援体制を整備するものとして、保健・福祉分野の地域支援拠

点である「高齢者ほっと支援センター（地域包括支援センター）」、

「東大和市総合福祉センター は～とふる」・「精神障害者地域生活

支援センター『ウエルカム』」、「東大和市くらし・しごと応援セン

ターそえる」、「子ども家庭支援センター」の連携を図り、複合化し

ている課題を抱えた世帯や制度の狭間にいる人々の問題を解決しま

す。 

高齢介護課 

障害福祉課 

生活福祉課 

子育て支援課 

⑨ 障害のある人とその介護者への総合的な相談支援の実施を推進しま

す。 
障害福祉課 
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（2）地域包括ケアシステムとコミュニティづくりの推進 

高齢者をはじめ障害のある人、支援が必要な人の地域の生活を支援するため、包

括的な支援・サービス提供体制として、地域包括ケアシステムの構築を進めるとと

もに、コミュニティ活動の支援、地域共生に資する多様な地域活動の普及を図り、

多様な参加と協働を推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 社会福祉協議会と協力し、地域ニーズの把握に努め、地域共生社会創

出に必要とされるコミュニティづくりを推進し、地域生活課題を地域

住民が主体的に把握できるように取り組みます。 

福祉推進課 

② 自治会活動を支援します。 地域振興課 

③ コミュニティづくりの推進に必要な情報を提供します。 地域振興課 

④ 身近な地域における生活支援整備事業を推進します。 高齢介護課 

⑤ 精神障害にも対応した地域包括システム構築推進検討会議の設置・運

営をします。 
障害福祉課 

 

（3）福祉情報ネットワークの構築 

地域の課題解決のために、地域の福祉に関わる様々な情報を共有・活用できるよ

うに、福祉情報のネットワーク化を図ります。 
 

取組内容 担当課 

① マンパワーの養成・確保、保健・福祉・医療情報等のネットワークの

構築ができる拠点の整備や既存施設等の活用を検討し、多機関による

重層的支援体制を目的とする協働事業の構築を目指します。 

福祉推進課 

② 自治会との連携を強化します。 地域振興課 

③ 市民の情報提供について、市ホームページにおける情報アクセシビリ

ティの向上を図ります。 
秘書広報課 

④ 障害のある人の地域生活における課題を解決し、ニーズに応えるため

に、相談支援機関、福祉サービス事業所、医療・教育関係者等のネッ

トワークを重層的に構築することを目指します。 

障害福祉課 
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（4）地域の見守り・支援ネットワークの構築 

地域で安全に安心して暮らすことができるよう、地域の協力を得ながら、見守り

活動と支援につなげる活動を推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 地域で見守りが必要と思われる高齢者に対して訪問等を行い、関係機

関と連携して高齢者やその家族、地域住民等への相談支援体制の充実

に努めます。 

高齢介護課 

子育て支援課 

② 社会福祉協議会が実施している「見守り・声かけ活動」や「ふれあい

なごやかサロン活動」などを支援します。 
福祉推進課 

③ 防犯パトロール、安全安心情報送信サービス、スクールガード事業を

推進して、地域での子どもの見守りを行います。 

防災安全課 

教育総務課 

 

（5）権利擁護支援の推進 

高齢や障害、認知症などにより判断力が低下した人の生活を支援するため、地域

福祉権利擁護事業や成年後見制度の利用促進とともに、相談体制と支援体制づくり

に取り組みます。 
 

取組内容 担当課 

① 社会福祉協議会が実施している地域福祉権利擁護事業による、判断能

力に不安のある方への支援を推進します。「あんしん東大和」を中心

にした相談支援体制づくりに取り組み、連携のとれた支援につなげま

す。 

福祉推進課 

② 成年後見制度について様々な機会に周知・啓発を図り、利用促進を支

援します。 
福祉推進課 

③ 認知症などにより判断能力が十分でない人の主体性や尊厳を守り、住

み慣れた地域での生活を継続できるよう、高齢者ほっと支援センター

（地域包括支援センター）の相談窓口を通じて、社会福祉協議会の日

常生活自立支援事業や成年後見制度の活用を促進します。 

高齢介護課 

④ 高齢者が尊厳を持って暮らし続けられるよう、高齢者への虐待の未然

防止や早期発見、早期対応に向けて、認知症に対する正しい理解を促

進する取組や高齢者ほっと支援センター（地域包括支援センター）の

相談窓口の周知を進めます。 

高齢介護課 

⑤ 障害のある人が自らの権利を適切に行使できるよう、権利擁護事業の

利用を推進します。また、障害のある人への虐待対策に取組みます。 
障害福祉課 
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（6）生活困窮者への支援対策の推進 

「東大和市くらし・しごと応援センターそえる」を中心に、生活に困られた方を

対象に自立のための相談支援や援助をし、適切な支援につなげるために相互に連携

して支えるネットワークの構築を目指します。 
 

取組内容 担当課 

① 「東大和市くらし・しごと応援センターそえる」により、相談支援、

就労支援、居住支援、情報提供など自立に向けた支援を行います。 
生活福祉課 

② 生活困窮者の自立へ向けた支援のため、当市、ハローワークなどの関

係機関が連携して支援を行う体制を構築します。 
生活福祉課 

③ 生活困窮者を支援するために、社会資源の活用や社会参加の場づくり

等を行うとともに、新たな社会資源の創出や支援が必要な対象者の早

期の把握や見守りのため必要な地域ネットワークを構築して、「相互

に支え合う」地域づくりを目指します。 

生活福祉課 

④ 経済的な課題のある障害のある人の世帯の支援において、「東大和市

くらし・しごと応援センターそえる」との連携により支援します。ま

た、地域生活支援拠点連絡会議による連携体制の構築を目指します。 

障害福祉課 
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基本目標３ 地域活動への住民参画の促進 

プライバシー重視の生活様式が広がる一方で、孤立、虐待など潜在的な問題が表

面化して社会問題となっており、身近な地域でのつながりやコミュニケーションの

必要性が一層高まっていることが伺えます。自分たちのことは自分たちで、地域の

ことを地域の人達が考え、地域での関わり合いの大切さをさらに周知・啓発したり、

地域の連携と協働を目的としている自主活動を支援し、地域の力・資源の活用を促

進します。 

地域福祉計画に関するアンケートでは、自治会の加入率は４２．８％で、年齢が

上がると加入率は高まっています。参加していない理由は「参加する機会がないか

ら」「仕事や家事・育児などで時間がないから」と「自治会の活動内容がわからな

いから」などがあげられており、参加機会を広く、様々な形で提供することも必要

となっています。 

（1）自治会活動の支援 

地域のつながりを深め、地域の防犯・防災などにつながる地域の自主組織として、

自治会活動を支援します。 
 

取組内容 担当課 

① 自治会の運営を支援します。 地域振興課 

② 自治会に必要な情報提供を行い、運営を支援します。 地域振興課 

③ 自治会の活動状況等の周知に努めます。 地域振興課 

 

（2）ボランティア等活動の推進 

福祉・教育・文化・防災などの多様な分野において、市民が自発的・主体的に参

加できるように、ボランティアの育成と活動支援に努めます。 
 

取組内容 担当課 

① ボランティア活動やＮＰＯ活動等を支援していきます。 地域振興課 

② ボランティア活動を希望する方に情報を提供することで、活動を支援

していきます。 
地域振興課 

③ 日本語ボランティアの育成、日本語ボランティアグループの支援や情

報提供を行い、ボランティア活動を支援していきます。 
地域振興課 

④ 障害のある人のためのボランティアの育成を支援します。 
障害福祉課 
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（3）社会福祉協議会との協働 

地域の福祉活動の中心的組織であり、ふれあいのまちづくり事業をはじめ、地域

の市民活動を支援していく中核的な組織である、社会福祉協議会の運営を支援しま

す。 
 

取組内容 担当課 

① 地域の福祉活動の中心的組織である社会福祉協議会の運営及び事業の

補助を行い、地域福祉活動を支援していきます。 
福祉推進課 

 

（4）シルバー人材センターとの協働 

高齢者が社会参加し自らの経験や能力を生かすことができるよう、シルバー人材

センターの運営を支援していきます。 
 

取組内容 担当課 

① 東大和市シルバー人材センターの運営に関する補助を行い、高齢者の

就業機会の拡充を支援していきます。 
福祉推進課 
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基本目標４ 福祉の環境づくりの推進 

子どもから大人まですべての住民が福祉についての理解を深め、地域共生社会の

実現のため、多くの方に地域福祉を知ってもらうように啓発し、様々な場面で市民

の協力・参画を促進します。 

（1）福祉教育の推進 

すべての市民がかけがえのない存在として尊ばれ、差別や排除されたりすること

なく、地域の中で共生する力を育むことを目標に、多世代に向けた福祉教育を推進

します。 
 

取組内容 担当課 

① 福祉への関心を高める啓発活動や福祉活動へ参加する機会の設定など

について、関係機関と協力し地域共生社会推進に努めます。 
福祉推進課 

② 児童・生徒の福祉への関心を高めるため、福祉教育の推進に努めま

す。 
教育指導課 

③ 公民館活動等で福祉に関する教室・講座などを開設し、家庭・地域で

の福祉教育の推進に努めます。 
中央公民館 

④ 社会福祉協議会主催の「福祉祭」や社会を明るくする運動の「主要事

業」などを通して、市民が福祉活動へ参加して理解を深めるとともに

地域共生社会創出の機会を設けます。 

福祉推進課 

⑤ 高齢者が人生の最期まで住み慣れた地域で自分らしく生活していくこ

とができるよう、アドバンス・ケア・プランニング（ACP）や認知症に

関する講演会や研修会等を開催し、認知症等についての正しい知識の

普及啓発に努めます。 

高齢介護課 

⑥ 障害者や高齢者に対する市民の相互理解・相互交流を深めるため、福

祉施設等が行う各種行事への市民参加の機会の拡充に努めます。 
福祉推進課 

高齢介護課 

障害福祉課 

保育課 

青少年課 

⑦ 障害のある人の理解のための啓発活動を行います。 障害福祉課 

⑧ 障害者差別解消法に基づく市職員向け研修会を実施するとともに、民

間事業者及び市民に対して法の周知に努めます。 
障害福祉課 
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（2）福祉サービス苦情相談窓口の運営 

福祉サービスに関する苦情や相談に対応し、福祉サービス利用者がサービス提供

事業者と対等な関係で契約し、必要なサービスを利用できるよう支援します。 
 

取組内容 担当課 

① 社会福祉協議会が設置している「あんしん東大和」において、福祉

サービス利用に際しての苦情相談への対応を図ります。また、弁護士

等専門的見地から対応する第三者委員会により、利用者が安心して福

祉サービスを利用できるよう支援していきます。 

福祉推進課 

 

（3）利用者の立場に立った福祉サービスの推進 

利用者が自ら必要な福祉サービスを選択して利用できるように、適切に提供を行

います。また、利用者のケアマネジメントも推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 福祉サービス第三者評価システムについて、広く普及に努め、利用者

本位の福祉サービスの実現を推進します。 

福祉推進課 

関係各課 

② 健全な運営による福祉サービスの提供を推進するため、社会福祉法人

や運営事業者に対し指導検査を行います。 

福祉推進課 

関係各課 

 

（4）福祉人材の育成と福祉サービス提供体制の確保 

福祉サービスの安定的な提供体制と福祉人材の確保・育成に向けた取組を推進し

ます。 
 

取組内容 担当課 

① 介護人材の確保に向けた取組を推進します。 高齢介護課 

② 介護現場の業務効率化の支援を行います。 高齢介護課 

③ 障害福祉サービス事業所等の確保及び障害福祉人材の確保・養成 障害福祉課 

④ 保育分野の人材の確保に向けた取組を推進します。 保育課 
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基本目標５ 福祉のまちづくりの推進 

まちづくりの推進には、すべての人が利用しやすく、それぞれの能力を生かしな

がら就労や趣味、地域活動に参加できる環境づくりの視点が基本となります。 

地域福祉計画に関するアンケートでは、今後の市の姿として、「高齢者が安心し

て住める市」と「防災・防犯対策が充実して安心して住める市」が多く回答されて

おり、安全・安心のまちづくりを推進していくことが重要です。 
 

（1）公共建築物及び公園・道路などの公共施設の整備 

市民にとって安全で利用しやすいまちを目指して、市民の利用する公共建築物や

公園・道路などの公共施設の整備・改善に努めます。 
 

取組内容 担当課 

① 公共施設等の整備について、バリアフリーやユニバーサルデザインの

視点で福祉のまちづくりの促進に努めます。 
関係各課 

② 歩道の段差改良などのバリアフリー化を進めます。 土木課 

③ ベンチなどの休憩施設が設置可能なバス停留所付近については、バス

事業者への働きかけや整備を行い、高齢者や障害者などが安心して公

共交通機関を利用できるよう努めます。 

都市計画課 

④ 誰もが安心して学べるよう、学校施設のバリアフリー化を進めます。 教育総務課 

 

（2）民間施設の整備促進 

地域のバリアフリー化に向け、市民の利用の多い民間施設への指導・啓発に努め

ます。 
 

取組内容 担当課 

① 東京都福祉のまちづくり条例の届出対象施設について、必要に応じて

指導・助言を行います。 
都市計画課 

② 東京都福祉のまちづくり条例の情報を提供し、誰もが利用しやすい施

設整備について啓発を行います。 
都市計画課 

 

（3）災害時要配慮者対策の推進 

災害時の避難等で支援が必要な高齢者や障害者の把握を関係機関と連携して行い、

災害時における支援体制づくりに努めます。 
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取組内容 担当課 

① 災害時における高齢者や障害者などの安全を確保するため、地域防災

計画に基づき、災害時要配慮者対策を推進します。 
福祉推進課 

② 避難行動要支援者名簿を、社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議

会、高齢者ほっと支援センター（地域包括支援センター）などの関係

機関に提供し、情報の共有化を図るとともに、災害時における支援体

制づくりに努めます。 

福祉推進課 

 

（4）安全・安心を守る環境づくりの推進 

市民生活の地域の安全・安心を確保するため、交通安全対策や防犯・防災対策を

推進します。 
 

取組内容 担当課 

① 交通安全教室や運転者講習会などの実施により、誰もが安心して外出

できるよう、交通安全思想の普及に努めるとともに、交通安全施設の

整備を関係機関に働きかけていきます。 

土木課 

② 消費者への啓発・情報提供・相談を通じて、契約トラブルや悪質商法

被害の防止に努めていきます。 
地域振興課 

③ 地域の犯罪情報や身近な事件の情報を提供し、地域の防犯意識や犯罪

から身を守るための啓発活動に努めます。 
防災安全課 

④ 災害や防災に関する情報提供や啓発活動を行い、地域の防災対策の推

進に努めます。 
防災安全課 

⑤ 感染症予防、感染症拡大防止対策として、市民、関係団体や福祉サー

ビス事業所への新しい生活様式やガイドラインの周知・啓発図りま

す。 

関係各課 

 

（5）公共交通の連携と移送サービスの充実 

コミュニティバスの利用促進と移動支援事業などにより、移動に支援が必要な人

の暮らしを支援します。 
 

取組内容 担当課 

① コミュニティバス（ちょこバス）の運行状況の検証を行いながら、利

便性の向上に努めます。 
都市計画課 

② ＮＰＯ法人などが移動制約者のために有償で移送サービスを行うた

め、申請の相談など、団体の支援に努めます。 
福祉推進課 

③ 移送サービスを行う活動団体に情報提供を行い、東京都の補助事業を

活用し運営の支援に努めます。 
福祉推進課 

④ 福祉タクシー事業やガソリン費助成事業などの利用を促進して外出の

支援を行います。 
障害福祉課 
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第５章 成年後見制度の更なる利用促進 

１ 成年後見制度の更なる利用促進をするにあたって 

（1）成年後見制度とは 

成年後見制度は、認知症、知的障害、精神障害などによって判断能力が十分では

ない方の権利を保護するための制度です。 

大きく分けると、任意後見制度と法定後見制度の２つがあります。 

任意後見制度は、本人に十分な判断能力があるうちに、判断能力が低下した場合

には、あらかじめ本人自らが選んだ人（任意後見人）に、代わりにしてもらいたい

ことを契約（任意後見契約）で決めておく制度です。 

本人の判断能力が低下した場合に、家庭裁判所で任意後見人が選任されて初めて

任意後見契約の効力が生じます。 

法定後見制度は、本人の判断能力が不十分になった後に、家庭裁判所によって、

成年後見人等が選ばれる制度であり、本人の判断能力に応じて、「補助」「保佐」

「後見」の３つの制度が用意されています。 

成年後見人等（補助人・保佐人・後見人）は、本人の利益を考えながら、本人を

代理して契約などの法律行為をしたり、本人が自分で法律行為をするときに同意を

与えたり、本人が同意を得ないでした不利益な法律行為を後から取り消したりする

ことによって、本人を保護・支援します。 

また、選任される成年後見人等については、第三者である専門職（弁護士、司法

書士、社会福祉士等）や、その他の法人後見機関等が成年後見人等になる場合と、

家族などが親族後見人等として選任される場合があります。 

●法定後見制度の類型 

区 分 対象となる方 援助者 

補助 判断能力が不十分な方 補助人 監督人を選任す

ることがありま

す。 

保佐 判断能力が著しく不十分な方 保佐人 

後見 判断能力が欠けているのが通常の状態の方 後見人 
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（2）背景 

成年後見制度利用促進法は、成年後見制度の理念の尊重（ノーマライゼーション、

自己決定権の尊重、身上保護の重視）、地域の需要に対応した成年後見制度の利用

の促進、成年後見制度の利用に関する体制の整備の３つを基本理念と定めています。 

また、国及び地方公共団体の責務等を明らかにし、並びに基本方針その他の基本

となる事項を定めること等により、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進することを目的としています。 

そして、地域住民の需要に応じた利用の促進、地域において成年後見人等となる

人材の確保、関係機関等における体制の充実強化、関係機関等の相互の緊密な連携

の確保などが基本方針として掲げられています。 

成年後見制度利用促進法により、国は平成２９年３月に成年後見制度利用促進基

本計画（以下「国の基本計画」という。）を策定し、同法第１４条第１項に基づき

市町村は、国の基本計画を勘案して成年後見制度の利用の促進に関する施策につい

ての基本的な計画を定めるよう努力するものとしています。 

このことから、当市においても、地域福祉計画内の本章において当市成年後見制

度の利用促進に向けた具体的な施策等を定め、総合的かつ計画的に推進していくこ

とにしました。 
 

（3）位置づけ 

本章は、前述の「国の基本計画」にて、策定することが努力義務として定められ

ている、市町村における成年後見制度利用促進基本計画に相当します。単独で計画

を策定するのではなく、地域福祉計画内にて施策や指針を定めることで、地域での

福祉サービスのみならず、｢高齢者福祉計画・介護保険事業計画｣、｢障害者総合プ

ラン｣及びその他の関連計画との整合、連携を図ります。 
 

（4）成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会） 

当市は、東大和市社会福祉協議会へ成年後見制度に係る業務として「成年後見活

用あんしん生活創造事業」を委託しています。東大和市社会福祉協議会は成年後見

制度推進機関として、成年後見人等への支援、関係機関との連携、連絡、情報提供

を行っています。 
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●東大和市社会福祉協議会の相談件数等実績 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

利用者サポート 

成年後見制度相談件数 396件 393件 529件 530件 613件 

成年後見専門相談 18件 17件 18件 19件 19件 

ふくし法律相談 20件 17件 18件 19件 20件 

福祉サービス利用援助（地域福祉権利擁護事業） 

新規・契約前相談 45件 51件 35件 52件 49件 

契約後相談支援 ２,２１７件 2,678件 3,338件 3,479件 3,893件 

出典：東大和市社会福祉協議会 

 

（5）全国的な成年後見制度の利用状況・傾向 

平成３１年１月１日時点における全国の成年後見制度（任意後見・補助・保佐・

後見）の利用者数は合計で２２４，４４２人、対前年比約２．９％の増加となって

います。 

開始原因としては認知症が最も多く、全体の約６３．３％を占めています。 

●成年後見制度の利用者数の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：成年後見関係事件の概況（裁判所資料） 

  

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

任意後見 2,245 2,461 2,516 2,611 2,652

補助 8,754 9,234 9,593 10,064 10,983

保佐 27,655 30,549 32,970 35,884 38,949

成年後見 152,681 161,307 165,211 169,583 171,858

総数 191,335 203,551 210,290 218,142 224,442

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000（人）
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●開始原因別割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※開始原因「その他」には、発達障害、うつ病、双極性障害、アルコール依存症・てんかんによ

る障害等が含まれる。 

出典：成年後見関係事件の概況（裁判所資料） 

 

成年後見人等（補助人・保佐人・後見人）と本人との関係は、「親族以外」が全

体の約７８．２％と多く、「親族」（２１．８％）を上回っており、親族よりも専

門職等の第三者が後見人に選任されることが多くなっています。 

●後見人等と本人との関係（全国） 

【後見人等と本人との関係（2区分）（全国）】 【親族以外の内訳（全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：成年後見関係事件の概況（裁判所資料） 
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●市区町村長申立件数の推移（平成25年～平成30年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

市区町村長申立件数

（件） 
5,046 5,592 5,993 6,469 7,037 7,705 

総数に占める割合 14.7％ 16.4％ 17.3％ 18.8％ 19.8％ 21.3％ 

総件数（件） 34,215 34,174 34,623 34,444 35,486 36,186 

※後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。 

出典：成年後見制度の現状（厚生労働省資料） 

●市区町村長申立件数（平成30年） 

 市町村長申立件数 
都道府県ごとの 

総数 

総数に 

占める割合 

東 京 1,196件 4,940件 24.2％ 

全 国 7,705件 36,186件 21.3％ 

※１ 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。 

※２ 各都道府県所在の家庭裁判所における申立件数である。 

出典：成年後見制度の現状（厚生労働省資料） 
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（6）東大和市の状況 

①認知度 

地域福祉計画に関するアンケート調査結果によると、成年後見制度の認知度は

「知っている」が４４．２％、「聞いたことはあるが、内容はわからない」が３６．

６％、「聞いたことがなく、内容も知らない」が１７．０％となっています。 

全国における「聞いたことがなく、内容も知らない」方の割合は２６．７％であ

るため（内閣府政府広報室「認知症に関する世論調査」令和２年１月より）、当市

における成年後見制度の認知度は比較的高いといえます。 

●問３６ 「成年後見制度」について知っていましたか。（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問36　「成年後見制度」の認知〔％〕

N =

全　　　体 1091

20歳代 38

30歳代 94

40歳代 146

50歳代 182

60歳代 213

70歳以上 412

44.2

21.1

39.4

36.3

50.5

48.8

45.1

36.6

39.5

31.9

39.0

34.6

38.0

36.7

17.0

39.5

28.7

24.0

14.3

12.2

13.3

2.3

0.7

0.5

0.9

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 聞いたことはあるが、内容はわからない 聞いたことがなく、内容も知らない 無 回 答
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③ 成年後見制度を利用しない理由 

全体では成年後見制度を「利用する予定はない」が７０．２%と多くを占めてい

ます。また、成年後見制度を利用しない理由として、必要性を感じていないが７８．

６％と多いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問37　「成年後見制度」の利用予定〔％〕

N =

全　　　体 1091

20歳代 38

30歳代 94

40歳代 146

50歳代 182

60歳代 213

70歳以上 412

0.5

1.1

0.5

0.9

0.2

23.7

26.3

22.3

23.3

32.4

21.6

20.9

70.2

73.7

75.5

74.0

65.9

74.6

67.5

5.6

1.1

2.7

1.1

2.8

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに利用している 今後必要になったら利用したい 利用する予定はない 無 回 答

問39　「成年後見制度」を利用しない理由〔％・複数回答〕

N = 766
％

家族・親族等が同意しな
い

後見人報酬の支払いが困
難

必要性を感じていない

制度利用に時間がかかる

利用手続きが複雑

その他

無　回　答

6.3

5.9

78.6

3.1

8.2

9.7

1.7

3.6

7.1

75.0

0.0

10.7

21.4

0.0

0.0

2.8

77.5

2.8

8.5

15.5

1.4

1.9

4.6

75.0

3.7

8.3

14.8

1.9

3.3

6.7

78.3

5.0

10.0

10.0

0.8

7.5

3.8

83.6

3.1

6.9

5.7

0.6

10.4

7.9

78.1

2.5

7.9

6.8

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

全 体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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③成年後見制度を利用するにあたって、誰に成年後見人を任せたいか 

全体では「家族」が６５．１%と多く、「専門職（社会福祉士、弁護士などの専

門家）」が３６．２％と続いています。 

その一方で、市民後見人（※１）は全体で２．７%、法人（※２）は全体で５．

６％であり、家族や専門職と比較して著しく低い割合です。 

※１市民後見人：社会貢献への意欲が高い一般市民の方で、区市町村が実施する養成研修を受講

し、成年後見に関する一定の知識を身に付けた方の中から、家庭裁判所により成年後見人とし

て選任された方を指します。 

※２法人：成年後見制度では多くの場合、親族や第三者である個人が後見人等に就任しますが、

法人も一人格として後見人等になることが可能であり、これを法人後見といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問40　誰に成年後見人を任せたいか〔％・複数回答〕

N = 1091
％

専門職（社会福祉士、弁護
士などの専門家）

家族

市民後見人

法人

その他

無　回　答

36.2

65.1

2.7

5.6

2.9

6.9

36.8

60.5

0.0

5.3

2.6

7.9

60.6

53.2

4.3

6.4

1.1

4.3

47.9

63.0

2.1

8.9

4.1

4.1

44.0

67.0

3.8

8.2

1.6

1.1

32.9

66.7

1.9

5.2

3.3

6.1

25.0

67.5

2.7

3.4

2.9

11.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

全 体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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④「成年後見制度」で当市に望むものは何か 

全体では、「利用しやすさ」が３９．３％と多く、「費用の軽減」が２８．３％、

「制度に関する周知・啓蒙」が２６．９％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問41　「成年後見制度」で市に望むもの〔％・複数回答〕

N = 1091
％

市長申し立ての拡充

社会福祉協議会等による
法人後見

市民後見人による後見

成年後見制度利用支援事
業の拡充

費用の軽減

利用しやすさ

制度に関する周知・啓蒙

その他

特にない

無　回　答

2.7

8.1

1.7

10.6

28.3

39.3

26.9

3.8

20.9

10.2

0.0

2.6

2.6

7.9

36.8

47.4

18.4

5.3

15.8

7.9

4.3

6.4

3.2

7.4

34.0

43.6

26.6

4.3

22.3

4.3

2.7

3.4

0.7

9.6

26.7

50.7

33.6

4.1

16.4

5.5

4.9

11.0

2.2

12.6

39.6

48.9

33.5

4.4

17.6

1.1

0.9

8.0

0.9

9.9

23.5

41.8

29.6

2.3

23.0

6.6

2.7

9.2

1.9

11.4

24.5

28.6

21.4

3.4

23.1

18.9

0 10 20 30 40 50 60

全 体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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２ 現状から見えた課題 

（1）基本的な考え方・現状 

地域福祉計画に関するアンケート調査では、市内において７０．２％の方が成

年後見制度を利用する予定は無いと回答しており、またその理由の大半を占め

るのは「必要性を感じていない」というものでした。現在、超高齢社会である

日本においては、およそ１５％の人が認知症になるともいわれていますが、そ

のような実情とは著しくギャップがある結果であるといえます。 

また、成年後見制度を利用するにあたっては、大半の方が家族、あるいは専

門職に後見人を任せたいと考えていることがわかりました。しかし、現在市内

では専門職の後見人不足が深刻化しています。 

成年後見制度で当市に望むものとしては、割合が高い順に「利用しやすさ」、

「費用の軽減」、「制度に関する周知・啓蒙」となっていますが、これらは相

互に関係しあっているものであると考えます。費用が高いため、そして、制度

に関する周知・啓発が十分でないため、利用しづらいのではないかと考えます。 

 

（2）現状から見えた課題・基本目標 

基本目標１ 成年後見制度利用支援体制の充実 

多くの市民が成年後見制度の必要性を感じていないこと、当市に対して制度

の利用しやすさを求めていることは、成年後見制度の周知・啓発が十分ではな

いためであると考えられます。また、地域共生社会実現の観点からも、成年後

見人と成年被後見人の一対一の関係から変化させ、地域ぐるみでサポートする

体制をつくるために、啓発範囲の拡大が必要であると考えます。以上のことか

ら、成年後見制度の周知・啓発の強化を行うこととします。 

現在当市では、成年後見人等への報酬費用の助成の対象者は、原則、市長に

よる審判の請求により、後見開始等の審判を受けた者としています。当市に望

むものとして「費用の軽減」が挙げられていることから、成年後見人への報酬

費用助成の金額・対象者の拡大についても検討を行います。 

また、時代とともに変化する状況に柔軟に対応できる支援体制を維持できる

ようにするため、三士会（※）等との意見交換会議の実施を継続します。 

※三士会：弁護士、司法書士、社会福祉士から構成される専門職の団体。 
 

基本目標２ 地域における権利擁護の担い手支援 

現在、当市では、市民後見人の養成や、法人後見事業の委託を行っていませ

ん。しかし、市内では専門職の後見人不足が深刻化しており、担い手の確保が

必要となっています。市内において市民後見人・法人後見を望む市民が少ない

現状ではありますが、正しい情報を周知し、理解を得ていくことと合わせて検

討を進めていくこととします。 
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基本目標３ 権利擁護にかかる地域連携ネットワークづくり 

「（１）基本的な考え方・現状」にあるとおり、多くの人にとって成年後見

制度が必要である一方で、多くの人が成年後見制度は必要ないと考えています。

また、市における成年後見制度の認知度は比較的高いですが、未だ半数以上の

方が成年後見制度の内容について知らないのが現状です。こうした状況におい

ても、「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」、「早期の段階からの相談・

対応体制の整備」、「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用

に資する支援体制の構築」を達成するべく、地域連携ネットワークを整備（中

核機関を設置）することを目指します。 
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３ 成年後見制度の利用を促進するための事業 

基本目標１ 成年後見制度利用支援体制の充実 

成年後見制度に関する啓発とともに、成年後見制度の利用を支援するための体制

づくりに取り組みます。 
 

取組内容 担当課 

①成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）と連携しながら、制

度の周知・啓発を充実します。 
福祉推進課 

②専門職（三士会）との意見交換会議を随時行い、連絡・調整・情報交換

を行います。 
福祉推進課 

③成年後見人等への報酬費用の助成について、その範囲・金額について検

討を行います。 
福祉推進課 

④成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）が実施している成年

後見制度の利用相談を推進します。 
福祉推進課 

⑤職員体制・業務分担等を見直し、職員負担軽減・業務円滑化を図りま

す。 
福祉推進課 

⑥制度利用の要否、申立て者の決定、受任調整、利用者支援等の制度利用

に係る事柄について、関係各課・専門家等を交え、総合的に判断する

「場」を設けることを目指します。 

なお、地域連携ネットワークの整備にあたっては、この「場」がチーム

や協議会（Ｐ５８図参照）の機能を備えていきます。 

福祉推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）の動き】 

特に、成年後見制度の周知・啓発においては、市民や関係機関への情報提

供において主となって活動します。 

また、三士会との意見交換を定期的に行い、情報収集に努めます。 
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基本目標２ 地域における権利擁護の担い手支援 

権利擁護の支援が必要な人が相談や手続きなどを円滑にできるように、地域にお

ける権利擁護を支援する担い手の確保・育成に努めます。 
 

取組内容 担当課 

①成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）と連携し、市民後見

人の養成を実施することを目指します。 

また、東大和市は市民後見人による後見を望む市民が少ないことから、

市民後見人のメリット等を周知することで、市民の印象を変えていくこ

とも目指します。 

福祉推進課 

②成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）に法人後見事業を委

託することを目指します。 

また、東大和市は法人後見後による後見を望む市民が少ないことから、

法人後見のメリット等を周知することで、市民の印象を変えていくこと

も目指します。 

福祉推進課 

 

 

  

【成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）の動き】 

成年後見制度推進機関としての知識・ノウハウを活かし、市民後見人養成事

業・法人後見事業について市と共同で検討します。 
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基本目標３ 権利擁護にかかる地域連携ネットワークづくり 

成年後見制度、地域福祉権利擁護事業をはじめ生活上の必要な支援を利用して生

活できるように、地域連携ネットワークづくりに取り組みます。 

 

取組内容  担当課 

①成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）が実施している地域

福祉権利擁護事業による、地域に暮らす困りごとのある方への支援を推

進します。また、事業利用者に対し、成年後見制度の利用を適切に案内

します。 

福祉推進課 

②地域連携ネットワークの中心的な役割（事務局、コーディネート）を担

う、中核機関を成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）に委

託し、地域連携ネットワークを整備していくことを目指します。 

福祉推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【成年後見制度推進機関（東大和市社会福祉協議会）の動き】 

地域連携ネットワークの整備にあたっては、市と情報共有を行い、その機能

や役割分担等について検討していきます。 

◎補足：地域連携ネットワークについて 

 地域連携ネットワークとは、全国どの地域においても、成年後見制度を必要とする人が、本人

らしい生活を守るため制度を利用できるよう、相談窓口を整備し、地域福祉権利擁護支援の

必要な人を発見し、適切に必要な支援につなげる地域連携の仕組みです。 

 平成29年３月24日に閣議決定された「国の基本計画」は、市町村が地域連携ネットワーク・

中核機関を段階的・計画的整備するよう、市町村計画を定めるよう努めることを求めました。 

当市においてもそれらの整備について言及し、具体的に検討していくこととします。 

 なお、地域連携ネットワークの構成要素は①「チーム」、②「協議会」、③「中核機関」（P58

図参照）であるため、①・②の設置についても、検討を進めていきます。 
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●地域連携ネットワークと中核機関のイメージ 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料（一部加工） 

 

  

中核機関 
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４ 関連事業  

ここでは、関連計画内の成年後見制度に関する事業について掲載（※）していま

す。関連計画と連携を取り合い、一体となって成年後見制度の利用促進を目指しま

す。 

【東大和市高齢者福祉計画の関連事業】 

５．住まい・日常生活支援の充実 

（３）権利擁護の充実 

●認知症などにより判断能力が十分でない人の主体性や尊厳を守り、住み慣れた地

域での生活を継続できるよう、高齢者ほっと支援センターの相談窓口を通じて、

社会福祉協議会の日常生活自立支援事業や成年後見制度の活用を促進します。 

●高齢者が尊厳を持って暮らし続けられるよう、高齢者への虐待の未然防止や早期

発見、早期対応に向けて、認知症に対する正しい理解を促進する取組や高齢者

ほっと支援センターの相談窓口の周知を進めます。 

【主な事業（取組）】 

事業（取組）名 事業（取組）内容 第８期目標 

日常生活自立支援事

業 

［福祉推進課］ 

認知症などにより日常生活を営むのに支障が

ある方に対し、利用者との契約により福祉サー

ビスの利用援助、日常的な金銭管理サービス、

書類などの預かりサービスを行い、住み慣れた

地域で安心して自立生活が送れるように、社会

福祉協議会を支援していきます。 

社会福祉協議会への補

助の継続実施を図りま

す。 

成年後見制度の利用

支援 

［福祉推進課］ 

認知症高齢者等が判断能力の低下によって日

常生活を送ることが困難となった場合でも、地

域で安心して生活できるよう、東京都事業の

「成年後見制度活用あんしん生活創造事業」に

基づき、成年後見制度の利用支援を行います。 

利用支援については、委託先の社会福祉協議

会において、権利擁護や苦情等の専門相談に

対応するための推進機関である「あんしん東大

和」を継続して実施します。 

制度の周知・啓発の更な

る強化とともに、権利擁

護の担い手支援、権利擁

護にかかる地域連携

ネットワークづくりを図

ります。 

成年後見制度市長申

立 

［高齢介護課］ 

老人福祉法第３２条に規定する市長による後見

開始等の審判の申立が必要な高齢者（申立を

行う親族等がいない重度の認知症高齢者等）に

対し、市長が申立を行い、審判の請求に係る経

費及び成年後見人等の報酬助成を行います。 

市長申立が必要な高齢

者に対して、申立を行う

ことで高齢者の財産確

保及び権利保全の支援

を図ります。 

 

※見出しの番号は、各計画の番号をそのまま引用しています。 
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【障害者総合プランの関連事業】 

目標１ 自立を支える基盤の整備と充実 

１ 障害のある人に対する差別の解消及び権利擁護の推進 

障害の有無に分け隔てられることのない共生社会の実現のため、障害を

理由とする差別の解消に努めるとともに、障害のある人が自らの権利を適

切に行使できるよう、権利擁護事業の利用を推進します。また、障害のあ

る人への虐待防止対策に取り組みます。 

●主な取組 

項目 内容 
平成31年度 
実施状況 

令和５年度 
目標 

担当課 

1-1 
障害者差別解消法
に基づく取組 

〔継続〕 

 

重点施策１ 

平成28年4月に施行さ
れた障害者差別解消法の
規定に基づき、障害を理
由とする不当な差別的扱
いを行わないとともに、障
害のある人への合理的配
慮を行います。 

また、障害のある人、市
職員、民間事業者及び市
民に対して法の周知に努
めます。 

職員向け研修会を４回
実施した他、各種イベント
等においてリーフレットの
配布を実施した。 

自立支援協議会生活部
会で、民間事業者に合理
的配慮に取り組んでいた
だく「インクルーシブ事業
者推進事業」の試行をし
た。 

市民や民間事業者へ
の周知と合理的配慮
の一層の推進 

障害福祉課 

庁内の27の部署にお
いて、事業実施時の手話
通訳者設置及び音声版発
行物の作成、その他の合
理的配慮に取り組んだ。 

各部署における合理
的配慮の推進 

各課 

1-2 
障害者虐待防止対
策の実施 

〔継続〕 

 

重点施策１ 

障害者虐待防止セン
ターで障害者虐待の通報
に対する対応及び虐待防
止のための周知・啓発を適
切に行います。 

また、東大和市高齢者
等虐待防止地域ネットワー
ク会議を通して関係機関
の連携強化を図ります。 

障害者虐待防止セン
ターにおいて通報受理、事
実確認等を行った。東大
和市高齢者等虐待防止
ネットワーク会議に出席
し、情報交換を行った。 

支援者向けに虐待防止
研修会については、開催
予定であったが、新型コロ
ナウイルス感染防止の観
点から中止とした。 

虐待事案への適切な
対応と虐待防止のた
めの周知・啓発 

障害福祉課 

1-3 
障害のある人の意
思決定支援の推進 

〔継続〕 

障害のある人の意思決
定の支援に配慮しつつ、障
害のある人及び家族等に
対する相談支援、権利擁
護のための施策が適切に
行われるよう努めます。 

また、国が定めた「障害
福祉サービス等の提供に
係る意思決定支援ガイド
ライン」に沿った支援が行
われるよう、事業者等への
周知をさらに進めます。 

ケース会議等の際に障
害のある人の意思決定を
配慮した援護の実施に努
めた。 

事業者向け研修会を虐
待防止研修に合わせて実
施予定であったが、新型コ
ロナウイルス感染防止の
観点から中止とした。 

障害福祉サービス提
供における意思決定
支援の徹底 

障害福祉課 
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第７節 地域生活支援事業の実施に関する事項 

４ 成年後見制度利用支援事業 

市長申立ての場合に、申立てに要する費用を助成しています。知的障

害者・精神障害者及びその保護者の高齢化により、申立てが増えており、

今後も継続して実施します。市長申立て以外の者への報酬助成について

は、今後、検討します。 

５ 成年後見制度法人後見支援事業 

当市における法人後見のあり方等の検討を進めます。 
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第６章 計画を推進するために 

１ 協働による地域福祉の推進 

地域福祉は、住民や自治会、各種団体、民生委員・児童委員、ボランティア・Ｎ

ＰＯ法人等の「地域」、市役所等の「行政」、社会福祉協議会や介護・障害福祉

サービス事業者等の「関係機関」の連携・協力のもとに成り立っています。 

地域福祉を推進するためには、これらの地域を支える人と人とのつながりやそれ

ぞれの活動への理解が必要です。 

人と人とが顔を合わせつながり合うことで、よりよい協力関係を築きながら連携

し、施策の推進に努めることで、基本理念である「人と地域がつながり支え合う   

あたたかい地域共生のまち 東大和」を実現していきます。 
 

２ 計画内容の周知 

市報やホームページなどの多様な媒体を活用し、本計画の目指す理念や目標、取

組項目について、広く市民に周知し、地域での活動の浸透を図ります。 
 

３ 計画の進行管理・評価 

これまでも毎年度の点検・評価とともに、計画の最終年度の目標を定め、各年度

の実施状況の評価及び報告を行ってきました。 

本計画においても、引き続き東大和市地域福祉審議会で実施状況の適切な評価及

び進行管理を行い、計画の着実な推進に努めます。 
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参 考 資 料 

１ 東大和市地域福祉審議会条例 

平成7年12月26日 

条例第34号 

（設置） 

第1条 東大和市における地域福祉の推進を図るため、東大和市地域福祉審議会（以下「審議会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第2条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、その結果を市長に答申する。 

(1) 地域福祉計画（地域における福祉サービスの適切な利用の推進、地域における社会福祉を目的とす

る事業の健全な発達及び地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項を一体的に定める

計画をいう。）に関すること。 

(2) 障害者計画（障害者の状況等を踏まえて策定される障害者のための施策に関する基本的な計画をい

う。）及び障害福祉計画（障害福祉サービスの提供体制の確保その他障害福祉サービス等に係る業務

の円滑な実施に関する計画をいう。）に関すること。 

(3) 健康増進計画（健康増進の推進に関する施策、食育の推進に関する施策及び母子保健に関する施策

を総合的に推進するための計画をいう。）に関すること。 

(4) 地域福祉の施策の充実及び推進に関すること。 

(5) その他市長が必要と認める事項 

（組織及び委員） 

第3条 審議会は、委員21人以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 3人以内 

(2) 保健医療関係者 4人以内 

(3) 福祉等関係者 9人以内 

(4) 公募による市民 5人以内 

（委員の任期） 

第4条 委員の任期は、3年とし、再任を妨げない。 

2 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第5条 審議会に会長及び副会長1名を置き、その選任方法は、委員の互選による。 

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第6条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
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（意見等の聴取） 

第7条 審議会は、必要に応じて、委員以外の者の出席を求め、意見及び説明を聴取することができる。 

（専門部会） 

第8条 審議会のもとに専門的事項について調査審議するため、専門部会を置くことができる。 

2 部会員は、委員のうちから会長が指名する。 

3 専門部会に部会長を置き、その選任方法は、部会員の互選による。 

（庶務） 

第9条 審議会の庶務は、福祉部において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成8年3月1日から施行する。 

附 則（平成16年3月10日条例第6号） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例の施行の日に委嘱されている委員の任期は、改正後の第4条第1項の規定にかかわらず、平成

17年12月31日までとする。 

附 則（平成27年3月4日条例第7号） 

この条例は、平成27年4月1日から施行する。ただし、第3条の改正規定は、同年7月1日から施行する。 
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２ 地域福祉審議会委員 

（1）第○次地域福祉審議会 委員 

（任期：平成○年○月○日～令和○年○月○日） 

選出区分 氏  名 所  属 備  考 

学識経験者 

   

   

   

保健医療 

関係機関 

（団体） 

   

   

   

   

   

福祉等関係 

機関（団体） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

公募市民 

   

   

   

   

   

 

（2）第○次地域福祉審議会 部会委員 

（◎は部会長） 

部 会 名 構 成 委 員 名 備 考 

   

   

   

   

 

３ 地域福祉審議会 審議経過 

（1）地域福祉審議会 全体会 

区 分 日 程・会 場 主 な 審 議 内 容 傍聴者 
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（2）地域福祉審議会 専門部会 

部 会 日 程・会 場 主 な 審 議 内 容 傍聴者 

地域福

祉と保

健・医

療部会 

   

   

   

障害者

部会 

   

   

   

子ど

も・家

庭部会 

   

高齢者

部会 
   

 

（3）市民説明会 

区 分 日 程・会 場 主 な 内 容 参加者 

第1回    

第2回    

第3回    

第4回    

第5回    

第6回    

 

（4）市民意見募集・閲覧 

区 分 意見募集・閲覧機関 主 な 内 容 

市 報  

 ホーム 

ページ 
 

閲 覧   

 

（5）答申 

区 分 日 時・会 場 主 な 内 容 

答申書 

提出 
  

 


